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A Discussion on the Policies of Japanese Municipalities
for Waste Reduction and Recycling Promotion 
Tadakatsu NAKAMURA
Summary
　　The purpose of this paper is to discuss the policies of municipalities across Japan for waste 
reduction and recycling promotion based on the results of a questionnaire and the direction of 
the policies which municipalities in Gunma prefecture should take by comparing a true picture of 
waste in Gunma with that of nationwide. The paper shows that eﬀ orts of many municipalities in 
Gunma prefecture toward waste and recycling problems are not enough but the survey results 
provide some clues to working out an eﬀ ective policy. 
１．問題意識と研究目的
　環境に対する住民意識の高まりには著しいものがある。ごみ問題も例外ではない。群馬県と全
国のごみ処理状況を比較することからはじめよう（図表１－１の（a）, （b））。
　全国のごみ総排出量は徐々に増加してきたが、2000年度にピークを迎えてからは減少を続け
ている。一方、群馬県のそれは2006年度にピークの86.8万ｔに達するまで増加したのち、減少
に転じ、2010年度では79.0万ｔになっている。
　全国の１人１日あたりごみ排出量も、2000年度にピークを迎えてからは減少傾向にある。一方、
群馬県のそれは近年こそ減少傾向にあるものの、2006年度にピークの1,177gを迎えるまで増加
を続けたことも影響して、2010年度では1,078gに留まっている。しかし2004年度以前をみると、
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群馬県の１人１日あたりごみ排出量の方が全国のそれよりも少なかった。全国の１人１日あたり
ごみ排出量は2000年頃から減少に転じたのに対し、群馬県のそれは減少に転じるのが遅れたこ
とがみてとれる。
　リサイクルの実態についても確認していこう（図表１－１の（c））。
　全国のリサイクル率は上昇傾向に陰りがみえているものの、今日まで改善し続けている。これ
に対して、群馬県のそれは2000年度以降ほとんど上昇しておらず、横ばいが続いている。実際、
群馬県のリサイクル率は2007年度にピークの16.1％となったが、2010年度には14.8％へと低下
してしまっている。やはり2000年度以前をみると、群馬県のリサイクル率の方が全国のそれよ
図表１－１　群馬県と全国における市町村のごみ処理状況
出所： 『日本の廃棄物処理（各年度版）』環境省／『一般廃棄物処理事業実態調査（平成22年度版）』環境省
注： （a）～（c）の横軸は年度。縦軸は（a）が万ｔ（左が全国、右が群馬県）、（b）がg、（c）が％。（d）は2010年度実績
で数値の単位はgと％。
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りも高かったが、近年では逆転され、その差は徐々に広がりつつあることがみてとれる。
　ここで群馬県の市町村に目を移すと、ごみ総排出量は高崎市（14.4万ｔ）、前橋市（13.5万ｔ）、
太田市（8.7万ｔ）、伊勢崎市（7.7万ｔ）、桐生市（5.5万ｔ）の順で多く、群馬県のごみ総排出
量のうち86.1％は市から排出されている１。たしかにこれらの市よりも、草津町（2,205ｇ）、片
品村（1,635ｇ）、嬬恋村（1,329ｇ）などの１人１日あたりごみ排出量の方が多い２上、市町村
の担うべき役割とされているごみ処理事業の問題を都道府県で比較して問題視することに意味が
あるとは思えない。しかし現実問題として、こうした問題が都道府県の比較という形で全国に報
道発表されてしまうことを考えたとき、ごみ総排出量が多いこれらの市の動向は無視するわけに
はいかない。それに、群馬県の35市町村のうち実に21市町村において、全国の１人１日あたり
ごみ排出量（976ｇ）を上回っているのもまた事実であり、これらの市町村において何らかの対
応が求められていることも間違いないのである。
　さて、上述のように、群馬県の市町村でごみ減量とリサイクルが進んでいないのはなぜだろう
か３。本研究の目的は、全国の市町村におけるごみ減量とリサイクル促進に関する取り組みを参
考にしつつ、群馬県の市町村のごみ処理政策に活かし得る個別の政策あるいはそれらの政策の組
み合わせ（以下、政策パッケージ）について議論することである。具体的には、アンケート調査
を実施して全国の市町村における取り組みを観察することを通じて、ごみ減量とリサイクル促進
につながる政策について明らかにしていく。
　なお、ここまでで示したごみ総排出量ならびに１人１日あたりごみ排出量には生活系ごみと事
業系ごみが含まれており、本来ならば両者をともに研究対象とすべきである。しかし、生活系ご
みと事業系ごみでは発生・排出パターン、処理方法などにおいて根本的な違いがあり、これらを
同時に扱うには紙面が不足している。そこで、群馬県のごみ総排出量のうち生活系ごみが
75.0％、事業系ごみが25.0％を占めていることを踏まえ４、本研究では生活系ごみに研究対象を
限定することとしたい５。
　本稿の構成は次のとおりである。第２節では、アンケート調査にもとづいて全国の市町村のご
み処理政策の実態を明らかにする。第３節では第２節の結果も踏まえながら、群馬県と全国の市
町村のごみ処理政策の実態を比較することで、群馬県の市町村の取るべき政策の方向性を議論し
たい。第４節はまとめである。
２．アンケート調査にもとづく分析
2.1　調査方法
　ごみ減量とリサイクル促進に関する市町村の取り組みを明らかにするために、本研究では全国
の市町村を対象としたアンケート調査を実施した６。本研究は、群馬県の市町村における政策の
企画・立案に役立てることを意図していることから、各市町村が自らと同等規模の市町村の取り
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組みを参考にできるように配慮した。具体的には、全国の中核市と特例市、関東甲信越地方およ
び群馬県と隣接している福島県の市町村のうち人口７万人以上13万人未満（以後、中規模市町村）
と人口４万人以上７万人未満（以降、小規模市町村）の市町村、観光地として名高い市町村（以
後、観光地市町村）をアンケート調査の対象とすることとした７。
　アンケート調査の結果、中核市については36市８、特例市については35市９、中規模市町村に
ついては34市10、小規模市町村については51市11、群馬県のその他町村については21町村12、観
光地市町村については16市町村13から有効な回答が得られた（図表２－１）。
2.2　調査結果
　集計方法を工夫すれば、アンケート調査結果からさまざまな情報を得ることができるだろう。
その中には、群馬県のごみ減量とリサイクル促進に役立つ政策パッケージを見出すためのヒント
も隠されているはずだ。ここでは分別数ならびに収集頻度と収集方式、有料制の実施状況、その
他の施策と事業計画について、中核市および特例市、中規模市町村、小規模市町村、観光地市町
村ごとに取り組みの状況を観察していきたい。
（１）　分別数
　まず、生活系ごみの分別数について確認しよう（図表２－２）。分別の実施は、環境問題に対
する住民への意識づけにもつながる上、ごみ減量やリサイクル促進の基盤となる政策のひとつで
あると考えられる。
　中核市ならびに特例市、中規模市町村、小規模市町村、観光地市町村のほぼすべてにおいて分
別を実施していることがわかる。また、そのほとんどの市町村では可燃ごみと不燃ごみ、資源ご
みの分別を実施しているが、中核市や特例市の一部には混合ごみの分別を実施しているところも
あるようである。
　資源ごみの分別数をみてみると、最大値は14～ 22種類、最小値は１～４種類、最頻値は４～
11種類、平均値は6.5 ～ 9.9種類となっている。最頻値や平均値でみると、中核市や特例市より
も中規模市町村や小規模市町村、観光地市町村の方が分別数を多めに設定していることがわかる。
　それでは、分別の徹底を図るために、市町村はどのような取り組みをしているのだろうか。「ウェ
ブサイトや回覧板、掲示板を通じて」と「施設見学や学習会、環境フェアなど環境学習を通じて」
図表２－１　アンケート調査対象数と有効回答数
市町村の分類 中核市 特例市 中規模市町村 小規模市町村 群馬県の他町村 観光地市町村 合　計
有効回答数
／調査総数 36（2）／41 35（2）／40 34（3）／43 51（6）／65 21（21）／22 16（1）／27 193（35）／238
注：（　）内は群馬県内市町村数である。
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と回答した市町村が多く、中核市や特例市のほとんどではこれらを実施している。またそれほど
多くないものの、「ごみのアドバイザー制度」や「集積所に立って直接指導」と回答した市町村
も見受けられる。その他の取り組みとしては、「分別のチラシを全戸配布」や「広報誌による周知」、
「ごみ・資源排出カレンダーの配布」、「集積所は利用者登録による届出制」、「パッカー車の展開
検査」、「不適切な排出者への直接（訪問）指導」などの回答があった。
（２）　収集頻度と収集方式
　次に、生活系ごみの収集頻度と収集方式について確認しよう（図表２－３）。
　収集頻度は、行政サービスの水準とごみ処理事業経費という相反する側面をあわせもっている。
収集頻度が多ければ住民はごみや資源を排出しやすい反面、事業経費もかかることになる一方、
図表２－２　分別の状況
■分別の実施状況
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
分別を実施している 100.0% 100.0% 100.0% 98.0% 100.0%
可燃ごみ 91.4% 94.6% 97.1% 100.0% 100.0%
不燃ごみ 91.4% 91.9% 97.1% 94.0% 87.5%
混合ごみ 11.4% 8.1% 5.9% 2.0% 0.0%
資源ごみ 97.1% 100.0% 100.0% 96.0% 100.0%
分別を実施していない 0.0% 0.0% 0.0% 2.0% 0.0%
■資源ごみの分別数
指　　　　　標 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
平均値 6.5種類 7.6種類 9.4種類 8.1種類 9.9種類
最大値 14.0種類 18.0種類 18.0種類 19.0種類 22.0種類
最頻値 4.0種類 4.0種類 11.0種類 6.0種類 9.0種類
最小値 2.0種類 3.0種類 4.0種類 2.0種類 1.0種類
■分別の徹底を図るための取り組み
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
集積所に立って直接指導 27.8% 16.2% 8.8% 8.0% 7.7%
施設見学や学習会，環境フェアなど環境学習を通じて 94.4% 91.9% 67.6% 48.0% 41.2%
ウェブサイトや回覧板，掲示板を通じて 100.0% 100.0% 97.1% 90.0% 82.4%
ごみのアドバイザー制度 16.7% 27.0% 17.6% 10.0% 29.4%
その他 44.4% 35.1% 38.2% 30.0% 23.5%
特にしていない 0.0% 0.0% 0.0% 2.0% 0.0%
■分別数の拡大・縮小に向けた検討
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
検討している 45.7% 40.0% 28.1% 35.4% 35.3%
検討していない 54.3% 60.0% 71.9% 64.6% 64.7%
注：アンケート調査結果にもとづいて筆者作成
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それが少なければ住民はごみや資源を出しにくい反面、事業経費も削減できることになる。
　平均値でみたときの収集頻度はおおよそ、可燃ごみで2.0回／週、不燃ごみで0.5回／週（すな
わち、２回／月）、混合ごみと資源ごみで1.0回／週である。最頻値でみても、これと同様の傾向
があるといえるだろう（可燃ごみはいずれも2.0回、不燃ごみでは0.3 ～ 1.0回／週となっている
が0.5回／週がもっとも多い、混合ごみでは0.0 ～ 2.0回／週となっているが2.0回／週がもっと
も多い、資源ごみでは0.5 ～ 1.0回／週となっているが0.5回／週がもっとも多い）。なお、最大
値でみたときの収集頻度は可燃ごみで3.0 ～ 4.0回／週、不燃ごみで1.0 ～ 2.0回／週、混合ごみ
で0.0～2.0回／週、資源ごみで2.5～4.0回／週であり、最小値でみたときのそれは可燃ごみで1.0
～ 2.0回／週、不燃ごみで0.0 ～ 0.3回／週、混合ごみで0.0 ～ 1.0回／週、資源ごみで0.1 ～ 0.3
回／週である。
　収集方式には、ごみをあらかじめ定められた場所に排出するステーション方式と各家の前に排
出する各戸方式があるが、両者を併用している市町村も存在することに注意して欲しい。これも、
行政サービスの水準とごみ処理事業経費という相反する側面をあわせもっているといえよう。
　収集方式は、ほとんどの市町村においてステーション方式を採用していることがわかる。あえ
て指摘するならば、特例市や小規模市町村、観光地市町村よりも、中核市と中規模市町村で各戸
図表２－３　収集頻度と収集方式の状況
■収集頻度の状況
分　類 指　標 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
可燃ごみ 平均値 2.1回／週 2.1回／週 2.2回／週 2.2回／週 2.2回／週
最大値 3.0回／週 3.0回／週 4.0回／週 4.0回／週 3.0回／週
最頻値 2.0回／週 2.0回／週 2.0回／週 2.0回／週 2.0回／週
最小値 2.0回／週 2.0回／週 2.0回／週 1.0回／週 1.0回／週
不燃ごみ 平均値 0.5回／週 0.5回／週 0.6回／週 0.6回／週 0.6回／週
最大値 1.0回／週 1.0回／週 2.0回／週 1.0回／週 2.0回／週
最頻値 0.3回／週 0.5回／週 0.5回／週 1.0回／週 0.5回／週
最小値 0.3回／週 0.3回／週 0.3回／週 0.0回／週 0.3回／週
混合ごみ 平均値 1.3回／週 1.4回／週 1.0回／週 1.0回／週 0.0回／週
最大値 2.0回／週 2.0回／週 1.0回／週 1.0回／週 0.0回／週
最頻値 2.0回／週 2.0回／週 1.0回／週 1.0回／週 0.0回／週
最小値 0.0回／週 0.3回／週 1.0回／週 1.0回／週 0.0回／週
資源ごみ 平均値 0.7回／週 0.8回／週 0.9回／週 0.9回／週 1.0回／週
最大値 3.0回／週 2.5回／週 3.0回／週 4.0回／週 4.0回／週
最頻値 0.5回／週 0.5回／週 0.5回／週 0.5回／週 1.0回／週
最小値 0.3回／週 0.3回／週 0.3回／週 0.1回／週 0.3回／週
■収集方式の状況
選　択　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
各戸方式で収集（集合住宅を含む） 13.9% 5.4% 14.7% 2.0% 5.9%
ステーション方式で収集 94.4% 94.6% 91.2% 100.0% 100.0%
その他の方法で収集 22.2% 24.3% 29.4% 9.8% 11.8%
注：アンケート調査結果にもとづいて筆者作成
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方式を採用している傾向がみられる。
（３）　有料制の実施状況
　生活系ごみにおける有料制の実施状況も確認しよう（図表２－４）。
　生活系ごみの有料制は、中核市と特例市では38.9％、中規模市町村では33.3％しか実施して
いないのに対して、小規模市町村では49.0％、観光地市町村では65.7％も実施している。中核
市と特例市、中規模市町村では可燃ごみと不燃ごみにおいて有料制を実施しているが、小規模市
町村と観光地市町村では不燃ごみよりも可燃ごみにおいて有料制を実施していることがわかる。
またどのいずれの類型の市町村も、資源ごみの有料制は3割未満しか実施していない。なお、有
図表２－４　有料制の実施状況
■有料制の導入状況
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
導入している 38.9% 38.9% 33.3% 49.0% 64.7%
可燃ごみ 75.0% 85.7% 100.0% 100.0% 100.0%
不燃ごみ 75.0% 64.3% 81.8% 64.0% 54.5%
混合ごみ 12.5% 7.1% 0.0% 4.0% 9.1%
資源ごみ 12.5% 28.6% 0.0% 20.0% 27.3%
導入を予定している／導入に向けて議論している 11.1% 16.7% 12.1% 11.8% 5.9%
導入しない（予定なし） 50.0% 44.4% 54.5% 39.2% 29.4%
■価格システム
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
従量制 41.7% 50.0% 50.0% 57.1% 30.0%
多量制 8.3% 0.0% 0.0% 2.9% 0.0%
定額制 8.3% 9.1% 8.3% 5.7% 20.0%
その他 41.7% 40.9% 41.7% 34.3% 50.0%
■料金の徴収方法
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
可燃ごみ 有料のごみ袋を購入 71.4% 92.9% 91.7% 92.9% 91.7%
有料のステッカーを購入 42.9% 21.4% 8.3% 7.1% 8.3%
その他の方法 14.3% 7.1% 8.3% 25.0% 25.0%
不燃ごみ 有料のごみ袋を購入 71.4% 90.0% 81.8% 84.2% 57.1%
有料のステッカーを購入 42.9% 40.0% 18.2% 5.3% 28.6%
その他の方法 14.3% 10.0% 9.1% 36.8% 28.6%
混合ごみ 有料のごみ袋を購入 100.0% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0%
有料のステッカーを購入 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0%
その他の方法 0.0% 100.0% 0.0% 33.3% 0.0%
資源ごみ 有料のごみ袋を購入 0.0% 60.0% 100.0% 100.0% 50.0%
有料のステッカーを購入 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
その他の方法 50.0% 40.0% 0.0% 16.7% 50.0%
注：アンケート調査結果にもとづいて筆者作成
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料制の導入を予定していると回答した市町村が一定数あるのに対し、導入しない（予定なし）と
回答した市町村も３～５割程度ある。
　有料制の実施する際には、どのような価格システムを採用するかも問題になる。特例市、中規
模市町村、小規模市町村では５割以上が従量制を採用しており、中核市や観光地市町村でも一番
採用されているのが従量制である。多量制や定額制を採用している市町村もあるが、観光地市町
村で定額制が多く採用されていることを除けば、その割合は１割未満である。
　また料金の徴収方法を確認すると、ほとんどの市町村で有料ごみ袋を採用しているが、中核市
と特例市ではステッカーを採用しているところも見受けられる。
　それでは、有料制を実施する市町村の動機・きっかけとはどのようなものであろうか（図表２
－５）。
　「ごみ処理事業経費の削減のため」や「最終処分場の残余年数の不足解消を目的として」と回
答した市町村が多いが、市町村の財政力を反映しているためか、中核市よりも特例市、特例市よ
りも中規模市町村、小規模市町村、観光地市町村の方がこの点について高い回答率を示している。
そのほかにも、「近隣市町村が有料制を導入したから」や「環境に対する住民意識の高まりに応
えるため」と回答した市町村もある。中核市や特例市のような市町村よりも、小規模市町村や観
図表２－５　有料制導入の動機
■有料制を導入する／導入の検討を始めるきっかけ
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
近隣市町村が有料制を導入したから 2.8% 10.8% 20.0% 13.7% 33.3%
環境に対する住民意識の高まりに応えるため 5.6% 5.4% 14.7% 5.9% 8.3%
ごみ処理事業経費の削減のため 13.9% 29.7% 26.5% 43.1% 75.0%
最終処分場の残余年数の不足解消を目的として 5.6% 13.5% 14.7% 13.7% 41.7%
その他 38.9% 32.4% 23.5% 17.6% 33.3%
■有料制の導入に関して議会や役所，審議会等で議論になったこと
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
住民の理解を得られるかどうか 30.6% 32.4% 86.7% 45.1% 75.0%
近隣市町村とのバランスをどうとるか 16.7% 10.8% 26.7% 35.3% 50.0%
制度導入に伴う費用は大丈夫か 2.8% 2.7% 33.3% 15.7% 8.3%
受益と負担の公平性／逆進性の問題をどう考えるか 13.9% 21.6% 60.0% 33.3% 58.3%
価格をいくらに設定するか 25.0% 13.5% 80.0% 41.2% 58.3%
特に大きな議論は起こらず，スムーズに導入できた 2.8% 2.7% 0.0% 5.9% 18.2%
その他 11.1% 10.8% 13.3% 9.8% 0.0%
■手数料収入の使途
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
指定ごみ袋の作成 8.3% 21.6% 33.3% 25.5% 63.6%
不適正処理・不法投棄対策 11.1% 10.8% 11.1% 11.8% 0.0%
３Ｒ普及啓発 8.3% 5.4% 22.2% 9.8% 0.0%
その他 38.9% 35.1% 77.8% 37.3% 81.8%
注：アンケート調査結果にもとづいて筆者作成
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光地市町村において、近隣市町村の動向を気にしながら政策選択している傾向がある点が興味深
い。その他の理由としては、「ごみ処理費用の負担の公平化を図るため」や「ごみ減量のインセ
ンティブ付与のため」、「市民会議において有料化の実施が提唱されたため」などの回答があった。
　有料制の実施に関して議会や役所、審議会で議論となったことについては、「住民の理解が得
られるかどうか」や「価格をいくらに設定するか」に対する回答が多いが、そのほかにも「近隣
市町村とのバランスをどうとるか」や「受益と負担の公平性／逆進性の問題をどう考えるか」に
対する回答もみられる。その他の点については、「削減目標達成のために有料化は必須なのかが
議会（市民）と行政で議論となった」や「不法投棄の増加に対する抑制策」、「有料化に伴う住民
への新たなサービス」、「以前から定額などの有料制を実施していたため、それほど大きな問題と
ならなかった」などの回答があった。
　なお、手数料収入の使途については、規模の大きい市町村よりも規模の小さい市町村で「指定
ごみ袋の作成」と回答している一方、「不適正処理・不法投棄対策」や「３R普及啓発」という
回答は規模による違いが見出しにくい。
（４）　その他の施策と事業計画
　最後に、その他の施策と事業計画についてのアンケート調査結果を紹介しよう（図表２－６）
　３Rに対する住民意識向上のための施策については、「ウェブサイトや回覧板、掲示板を通いて」
や「施設見学や学習会、環境フェアなど環境学習を通じて」と回答した市町村が目立つ。これら
の取り組みは、中核市や特例市など規模の大きな市町村に比べ、規模の小さい市町村における実
施率が低めであることがわかる。その他の取り組みについては、「作文やポスター、標語コンクー
ルの実施」や「ラジオやケーブルテレビの放送を通じて３Rの啓発を実施」、「ハンドブックの作
成と希望者への配布」、「電車・バスなどの広告を活用」、「マイバッグ・キャンペーンの実施」な
どの回答があった。
　生ごみの減量化を進めるための施策については、「調理くずや食べ残し、期限切れの食品／水
切り・乾燥等による減量をＰＲ」や「生ごみ処理機やコンポスト容器の購入を助成」と回答した
市町村が多い。「エコクッキングなどの教室・講習会等を開催」と回答したのは、中核市や特例
市に多くみられる。その他の取り組みについては、「大型の生ごみ処理機の設置」や「学校や公
設市場から生じる生ごみの堆肥化」、「水切りの徹底を啓発」、「家庭用生ごみ処理機で生成された
乾燥生ごみと新鮮野菜等を交換する事業の開始」、「ダンボールコンポストの制作・販売／講習会
の実施」などの回答があった。なお施策の効果の検証は、規模の大きい市町村では実施する傾向
にあるが、規模の小さい市町村では実施しない傾向にある。
　紙類の減量化を進めるための施策については、「古紙の分別回収を推進」や「自治会／子ども
会等による集団回収を推進」と回答した市町村が多い。「事業者や消費者団体等と連携して簡易
包装等を推進」と回答した市町村も一定数あるが、それほど多いとは言えない。その他の取り組
中　村　匡　克
－ 28 －
みについては、「行政区域内数カ所に資源回収拠点を設置して古紙の回収を推進」や「住民が古
紙業者へ紙類を持ち込む際の費用を無料化」などの回答があった。なお施策の効果の検証は、先
ほどと同様の傾向を示しているといえよう。
　衣類・布類の減量化を進めるための施策については、「衣類等の分別収集を推進」や「自治会
／子ども会等による集団回収を推進」と回答した市町村が多い。「事業者や消費者団体等と連携
して再利用等を推進」と回答した市町村はほとんどない。その他の取り組みについては、「行政
図表２－６　その他の施策
■３Ｒに対する住民の意識向上のための施策
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
ウェブサイトや回覧板，掲示板を通じて 91.7% 89.2% 79.4% 76.5% 70.6%
施設見学や学習会，環境フェアなど環境学習を通じて 91.7% 94.6% 82.4% 52.9% 35.3%
その他 42.9% 29.7% 29.4% 15.7% 29.4%
特にしていない 0.0% 2.7% 3.1% 5.9% 11.8%
■生ごみの減量化を進めるための施策
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
調理くずや食べ残し，期限切れの食品／水切り・乾燥等による減量をＰＲ 88.9% 67.6% 55.9% 37.3% 29.4%
生ごみ処理機やコンポスト容器の購入を助成 91.7% 86.5% 82.4% 82.4% 88.2%
エコクッキングなどの教室・講習会等を開催 27.8% 24.3% 14.7% 7.8% 0.0%
その他 30.6% 27.0% 32.4% 15.7% 11.8%
実施していない 0.0% 5.4% 0.0% 5.9% 11.8%
⇒ 施策の効果の検証
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
している 48.6% 41.7% 30.3% 25.5% 20.0%
していない 51.4% 58.3% 69.7% 74.5% 80.0%
■紙類の減量化を進めるための施策
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
古紙の分別回収を推進 83.3% 89.2% 91.2% 78.4% 76.5%
事業者や消費者団体等と連携して簡易包装等を推進 22.2% 21.6% 8.8% 3.9% 5.9%
自治会／子ども会等による集団回収を推進 86.1% 81.1% 73.5% 68.6% 52.9%
その他 13.9% 13.5% 17.6% 3.9% 11.8%
実施していない 0.0% 0.0% 0.0% 2.0% 5.9%
⇒ 施策の効果の検証
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
している 47.2% 54.1% 39.4% 38.0% 35.3%
していない 52.8% 45.9% 60.6% 62.0% 64.7%
■衣類・布類の減量化を進めるための施策
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
衣類等の分別収集を推進 50.0% 70.3% 70.6% 56.9% 52.9%
事業者や消費者団体等と連携して再利用等を推進 0.0% 8.1% 0.0% 0.0% 0.0%
自治会／子ども会等による集団回収を推進 72.2% 64.9% 58.8% 37.3% 35.3%
その他 22.2% 8.1% 11.8% 3.9% 11.8%
実施していない 8.3% 8.1% 11.8% 29.4% 23.5%
⇒ 施策の効果の検証
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
している 45.5% 48.6% 30.3% 25.0% 20.0%
していない 54.5% 51.4% 69.7% 75.0% 80.0%
注：アンケート調査結果にもとづいて筆者作成
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区域内数カ所に資源回収拠点を設置して古着・古布の回収を推進」や「古着のファッションショー
を開催してリユースを呼びかけ」などの回答があった。やはり施策の効果の検証は、先ほどと同
様の傾向を示している。
　なお、事業計画については次のようなアンケート調査結果を得ている（図表２－７）。
　ほとんどの市町村で、一般廃棄物処理事業の目標を設定しているが、一部においては目標を定
めていないところもあるようだ。目標設置の傾向は市町村の規模によって異なっている。また、
ごみ減量化の組織の設置・運営も、観光地市町村を除く多くの市町村で実施されている。生活系
ごみの組成についても、観光地市町村を除く多くの市町村で検証していることがわかる。
３．群馬県の市町村におけるごみ処理政策のとるべき方向性
　ここからはさらに分別数、収集頻度と収集方式、有料制の実施状況それぞれについて、群馬県
と全国の市町村の取り組み状況の違いを観察し、ごみ処理政策において群馬県の市町村が目指す
べき方向性について考えていきたい。
　まず、群馬県と全国の市町村で生活系ごみの分別数を比較してみよう（図表３－１）。
　群馬県で分別数が０～５種類なのは６市町村（17.1％）、6～ 10種類なのは７市町村（20.0％）、
11～ 15種類なのは14市町村（40.0％）、16種類以上なのは８市町村（22.9％）である。これを
全国でみるとそれぞれ、96市町村（5.5％）、425市町村（24.3％）、744市町村（42.5％）、485
市町村（27.7％）である。分別数を11～ 15種類としている市町村がもっとも多いという点では
群馬県と全国で違いはない14。分別数を少なくしている市町村の比率は群馬県の方が全国よりも
高く、分別数を多くしている市町村の比率はその逆となっていることに気づく。
　次に、群馬県と全国の市町村で生活系ごみの収集頻度と収集方式を比較しよう（図表３－２と
図表２－７　事業計画
■一般廃棄物処理計画におけるごみ減量やリサイクル促進の目標設定
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
定めている 97.2% 94.4% 87.9% 72.0% 62.5%
定めていない 2.8% 5.6% 12.1% 28.0% 37.5%
■ごみの減量化のための組織の設置・運営
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
設置・運営している 65.7% 61.1% 51.5% 41.2% 17.6%
設置していない 34.3% 38.9% 48.5% 58.8% 82.4%
■生活系ごみ（粗大ごみも含む）の組成の把握
選　　択　　肢 中核市 特例市 中規模 小規模 観光地
把握している 68.6% 70.3% 65.6% 72.5% 50.0%
把握していない 31.4% 29.7% 34.4% 27.5% 50.0%
注：アンケート調査結果にもとづいて筆者作成
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図表３－１　群馬県と全国における市町村の分別数
注：アンケート調査結果にもとづいて筆者作成
図表３－２　群馬県と全国における市町村の収集頻度（可燃ごみ・不燃ごみ）
注：アンケート調査結果にもとづいて筆者作成
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３）。ここではいずれも、可燃ごみと不燃ごみについて確認する。
　収集頻度についてみていこう。群馬県において、可燃ごみの収集頻度が１回／週なのは３市町
村（8.6％）、２回／週なのは30市町村（85.7％）、３回／週なのは２市町村（5.7％）である15。
これを全国でみるとそれぞれ、179市町村（10.2％）、1,324市町村（75.7％）、156市町村（8.9％）
であり、収集なしやその他（不定期など）の市町村もある。可燃ごみの収集頻度が2回／週がもっ
とも多い点は群馬県でも全国でも共通だが、群馬県の方が全国よりもこれを１回／週としている
市町村が少なく、３回／週としている市町村が多いことがわかる。また群馬県において、不燃ご
みの収集頻度が１回／月なのは14市町村（40.0％）、２回／月なのは19市町村（54.3％）、３回
／月なのは０市町村（0.0％）、４回以上／月なのは２市町村（5.7％）である16。これを全国で
みるとそれぞれ、709市町村（40.5％）、614市町村（35.1％）、24市町村（1.4％）、286市町村
（16.3％）である。不燃ごみの収集頻度が１回／月がもっとも多い点は群馬県でも全国でも共通
だが、群馬県の方が全国よりもこれを２回／月としている市町村が多いことがみてとれる。ただ
図表３－３　群馬県と全国における市町村の収集方式（可燃ごみ・不燃ごみ）
注：アンケート調査結果にもとづいて筆者作成
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し全国でみたとき、不燃ごみの収集頻度を４回以上／月としている市町村も少なくないことには
注意が必要であろう。
　収集方式についてもみていこう。可燃ごみの収集方式をみると、群馬県ではステーション方式
が34市町村（97.1％）、各戸方式が０市町村（0.0％）、両方式の併用が１市町村（2.9％）となっ
ている17。一方、全国ではステーション方式が1,310市町村（74.9％）、各戸方式が160市町村
（9.1％）、両方式の併用が212市町村（12.1％）である。不燃ごみの収集方式もみると、群馬県
では可燃ごみと不燃ごみの収集方式は基本的に同じになっていると推察できるように、全国でも
概ね同じことが言えそうである。収集方式については、群馬県でも全国でもステーション方式を
採用することがスタンダードになっていることがわかる。
　さらに、群馬県と全国の市町村における生活系ごみの有料制の実施状況について確認しよう（図
表３－４）。
図表３－４　群馬県と全国における有料制の実施状況（可燃ごみ・不燃ごみ）
注：アンケート調査結果にもとづいて筆者作成
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　可燃ごみからみていく。群馬県において、可燃ごみの有料制を実施しているのは15市町村
（42.9％）、一部有料制を実施しているのは１市町村（2.9％）、無料なのは18市町村（51.4％）
である。これに対し全国では、可燃ごみの有料制を実施しているのは996市町村（56.9％）、一
部有料制を実施しているのは29市町村（1.7％）、無料なのは664市町村（38.0％）である。群馬
県では全国に比べ、可燃ごみの有料制を実施状況していない市町村が多いことがわかる。
　不燃ごみもみていく。群馬県において、不燃ごみの有料制を実施しているのは14市町村
（40.0％）、一部有料制を実施しているのは0市町村（0.0％）、無料なのは20市町村（57.1％）で
ある。これに対し全国では、有料制を実施しているのは782市町村（44.7％）、一部有料制を実
施しているのは20市町村（1.1％）、無料なのは822市町村（47.0％）である。やはり群馬県では
全国に比べ、不燃ごみの有料制を実施していない市町村が多いことがわかる。
４．まとめと今後の展望
　本研究では、ごみ減量とリサイクル促進のための政策について全国の市町村を対象としたアン
ケート調査を行い、分別数ならびに収集頻度と収集方式、有料制の実施状況、その他の施策と事
業計画に対する取り組み状況を中核市および特例市、中規模市町村、小規模市町村、観光地市町
村という類型の中で観察した。加えて、群馬県と全国の市町村におけるこれらの取り組みに対す
る状況の違いを明らかにし、ごみ減量とリサイクル促進のために群馬県の市町村が検討すべき政
策パッケージについて議論を展開した。
　わが国には既にごみ減量とリサイクル促進に関する実証研究の蓄積があるが18、アンケート調
査を実施した本研究では既存研究では明らかにされていない視点、たとえば有料制を実施する際
のきっかけや有料制の導入にあたって問題となったこと、住民意識の向上のための施策や生ごみ
や紙類、衣類・布類の減量化のための施策などについても検証することができている。
　たしかに、アンケート調査結果を集計して観察しながら議論を進めることによるあいまいさは
残されていると言わざるを得ないが、全国の市町村から届けられた「生の声」の中には間違いな
く、群馬県の市町村のごみ減量とリサイクル促進に有効な政策を考えるヒントが含まれていたの
ではないだろうか。
（なかむら　ただかつ・高崎経済大学地域政策学部准教授）
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１　ごみ総排出量なので、人口や産業が集積する高崎市や前橋市、太田市などが上位に位置するのは当然であることに注意
して欲しい。
２　１人１日あたりごみ排出量は、全国に名高い温泉地である草津町や伊香保町を吸収合併した渋川市、スキー客が集まる
片品村のような観光地で多いことに気づく。逆に、それが少ないのは板倉町（533グラム）、昭和村（557グラム）、甘楽町
（561グラム）、川場村（645グラム）、明和町（699グラム）である。なお、市よりも町村の１人１日あたりごみ排出量が
少ないのは、都市部ではごみを収集サービスに排出するしか方法がないが、町村部では堆肥化などの方法でごみを処理で
きるからだと推察される。
３　このような状況を受けて群馬県では、県環境森林部廃棄物・リサイクル課が中心となって県内市町村に呼びかけ、「ぐん
ま３R推進会議」を設置（2011年度～現在）した。同会議は、ごみ減量とリサイクルの促進に向けた取り組みについて議
論したり、さまざまな調査・研究活動を通じて群馬県内市町村のごみ問題に対する意識づけを図ることを目的としている。
４　全国でみても、ごみ総排出量のうち生活系ごみが71.4％、事業系ごみが28.6％を占めている。
５　群馬県の生活系ごみの成分をみると、紙・布類（47.0％）がその半分近くを占めており、次いでビニール、合成樹脂、
ゴム、皮革類（24.5％）、木、竹、わら類（11.4％）、ちゅう芥類（12.7％）、不燃物類（1.7％）、その他（2.7％）となっ
ている。
６　ごみ減量とリサイクル促進に関してはたしかに、『一般廃棄物処理事業実態調査』（環境省）からデータを収集可能である。
だが本研究では、統計書では入手困難な内容についても議論するため、あえてアンケート調査を実施した。
７　「じゃらん」ネットユーザーランキングをベースに「楽天トラベル」の情報を加味して温泉地、「口コミサイト」をベー
スにその他知名度の高い観光地の情報を収集した。
８　前橋市と高崎市を含む。
９　伊勢崎市と太田市を含む。
10　桐生市と渋川市、館林市を含む。
11　安中市と富岡市、藤岡市、沼田市、みどり市、大泉町を含む。
12　榛東村と吉岡町、上野村、神流町、下仁田町、南牧村、甘楽町、中之条町、長野原町、嬬恋村、高山村、東吾妻町、片
品村、川場村、昭和村、みなかみ町、玉村町、板倉町、明和町、千代田町、邑楽町を含む。
13　草津町を含む。
14　群馬県における市町村の分別数の平均値は12.2種類である。全国のそれは12.8種類であるから、平均値で確認するとそ
れほど大きな差異があるとはいえない。
15　週１回：下仁田町、南牧村、甘楽町、週２回：前橋市、高崎市、桐生市、伊勢崎市、太田市、沼田市、館林市、渋川市、
藤岡市、富岡市、安中市、みどり市、榛東村、吉岡町、上野村、神流町、中之条町、長野原町、嬬恋村、高山村、東吾妻町、
川場村、昭和村、みなかみ町、玉村町、板倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町、週3回：草津町、片品村
16　月１回：前橋市、桐生市、沼田市、みどり市、神流町、下仁田町、南牧村、中之条町、草津町、高山村、東吾妻町、川
場村、昭和村、明和町、月２回：高崎市、伊勢崎市、太田市、館林市、渋川市、藤岡市、富岡市、榛東村、吉岡町、甘楽町、
長野原町、嬬恋村、片品村、みなかみ町、玉村町、板倉町、千代田町、大泉町、邑楽町、月４回：安中市、上野村
17　ステーション方式：みなかみ町を除く34市町村、併用方式：みなかみ町
18　たとえば、笹尾（2000）、碓氷（2003）、中村（2004）、中村ほか（2007）などがある。
